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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 18,515 △5.1 476 △24.6 453 △25.7 240 △30.4
21年3月期 19,503 0.4 632 △3.4 609 △6.1 346 △9.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 16,455.75 16,356.73 6.1 5.2 2.6
21年3月期 23,052.81 22,895.27 9.2 7.7 3.2

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 9,151 4,051 44.3 276,668.28
21年3月期 8,364 3,884 46.4 265,212.43

（参考） 自己資本   22年3月期  4,051百万円 21年3月期  3,884百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 366 △352 479 1,844
21年3月期 630 △1,030 648 1,350

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 5,000.00 5,000.00 73 21.7 2.0
22年3月期 ― 0.00 ― 5,000.00 5,000.00 73 30.3 1.8
23年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 5,000.00 5,000.00 27.3

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

10,000 6.8 230 △6.6 210 △10.2 114 △15.4 7,784.23

通期 20,000 8.0 490 2.8 475 4.8 268 11.2 18,299.76
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益 （連結） の算定の基礎となる株式数については、35ページ 「１株当たり情報」 をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 15,605株 21年3月期 15,605株
② 期末自己株式数 22年3月期  960株 21年3月期  960株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 440 △15.1 141 △30.5 149 △29.9 119 △32.8
21年3月期 518 20.4 204 87.7 212 84.3 177 91.0

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

22年3月期 8,157.17 8,108.09
21年3月期 11,831.22 11,750.37

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 2,512 2,473 98.5 168,917.58
21年3月期 2,463 2,427 98.5 165,762.24

（参考） 自己資本 22年3月期  2,473百万円 21年3月期  2,427百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ 「１ 経営成績 （１） 経営成績の分析」 をご覧ください。 
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 （当期の経営成績） 

当連結会計年度のわが国経済は、アジア向けを中心とした輸出の回復や政府の景気対策の効果などに
より一部持ち直しの動きが見られるものの、国内需要の自立的回復力は脆弱であり、引き続き厳しい状
況で推移しました。個人消費につきましては、政府の景気対策により、自動車や家電商品といった耐久
消費財に若干の回復が見られたものの、雇用や所得環境の改善には至っておらず、またデフレの傾向が
見られるなど、依然として低調に推移しております。 
 外食業界におきましても、生活防衛意識の高まりから消費者の外食頻度が低下するとともに、デフレ
を背景に低価格を推し進める企業が相次ぐなど、企業間での競争は激しさを増しており、当社グループ
を取り巻く経営環境は一層厳しさを増しております。 

  

このような事業環境の中、当社グループは、「新規顧客獲得」「新商品開発」「ＢtoＣ市場への参
入」の取組みを積極的に推し進め、売上拡大と営業力の強化に努めることで、業績回復に尽力しまし
た。 

  

「新規顧客獲得」としては、「営業体制の強化」「多様な規格や24時間受発注体制など顧客ニーズに
合わせた体制」「野菜塾、展示会、コラボ営業など、当社グループの知名度向上」を行い、新規顧客を
300社以上を獲得しました。 

  

「新商品開発」としては、過熱野菜のさらなる進化として、「焼き目付野菜、野菜のキット商品・ペ
ースト商品」などを開発し、また「旬野菜のメニューや新開発商品の提供」など、新たな顧客ニーズの
掘り起しを行い、新規顧客開拓に貢献しました。過熱野菜は、食料自給率向上における優れた取り組み
を表彰する「FOOD ACTION NIPPON アワード2009」において、栄養素、うまみ、色、食感を損なわな
い、新たな調理方法として商品開発したことが評価され、研究開発・新技術部門で優秀賞を受賞しまし
た。 

  

「ＢtoＣ市場への参入」としては、一般の消費者の方々を対象に、旬の野菜や過熱野菜を用いた加工
食品を販売するマルシェ（市場）を東京・六本木のアークヒルズや名古屋で開催し、ＢtoＣへの市場参
入を開始しました。ＢtoＣでの経験を生かし、販売力、商品力、提案力の向上に生かしてまいります。
 また、「24時間受発注体制の構築」「産地との連携効果」「肥培管理のIT化」など、仕入体制および
効率の改善を進め、当社グループの「体質強化」の施策に努めてまいりました。 

  

上記のような結果、当連結会計年度における売上高は18,515百万円（前年同期比5.1％減）、営業利
益は476百万円（同24.6％減）、経常利益は453百万円（同25.7％減）、当期純利益は240百万円（同
30.4％減）となりました。業界全般では、外食需要が落ち込む中、内食回帰の傾向の高まりがあり、そ
のような変化に応じた取り組みを推し進めたことで、当社グループの経営成績は当初計画どおりの経常
利益を確保しました。（下表参照） 

  
                                    （単位：百万円） 

 

  

部門別の営業概況は次のとおりであります。 
 全部門共通の取組みとして、新規顧客獲得と重点取引先の深耕営業を継続して行ない、既存顧客の取
引金額は減少したものの、新規顧客の取引金額を増加することができました。その結果、カット野菜部
門売上高は6,067百万円（前年同期比1.5％減）、ホール野菜部門売上高は9,819百万円（前年同期比
7.8％減）、その他部門売上高は2,628百万円（前年同期比2.6％減）となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

平成22年３月期
（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 計画比 

（％）
業績予想 実績

売 上 高 18,500 18,515 0.1
営 業 利 益 490 476 △2.8
経 常 利 益 450 453 0.8
当 期 純 利 益 261 240 △7.7
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当社グループは、中長期成長を見据えた活動として、以下のような取り組みを進めております。 

  

＜新工場の建設＞ 
 関東エリアにおける青果物のサプライチェーンの構築、事業拡大を目的に平成22年６月に「東京FSセ
ンター」（東京都足立区）を竣工します。当新工場では、既存の工場・センター・事務所を集約して生
産効率を高めるとともに、センター化構想によるホール野菜の販売増、衛生設備の強化により、コンビ
ニエンスストア、給食、医療施設分野へのカット野菜の販路拡大、物流のIT化による野菜外物流の拡大
を目指してまいります。また、トレーサビリティシステムの導入により安全・安心を担保しつつ、24時
間受発注体制を整え、新鮮で高品質な野菜の流通拡大を目指します。 

  

＜営業力の強化＞ 
 顧客満足度アップへの取組み、提案型営業の強化、売れる商品の発掘と仕入などを進め、当社グルー
プ全体の営業力の強化を進めております。 
 また、昨年４月に立ち上げた「Farm to Wellness倶楽部」は、医・食・農をつなぐプラットフォーム
の構築を目指したもので、生産者中心の活動から、資材・種苗業者、流通業者、外食・中食の実需者の
方々へ活動が拡大しています。前述のマルシェ（市場）におけるＢtoＣでの経験を生かし、販売力、商
品力、提案力の向上に生かしてまります。また、当社開発商品の市場調査や、当社の事業目的の一つで
ある、「国民の健康増進」を具体化した、野菜の抗酸化力をキーワードとする商品販売提案を進めてお
ります。 

  

＜計画的な仕入の実現＞ 
 「契約産地の再開発・拡大」「市場との連携・提携による産地からの物流・商流再編成」「デリカス
コアの本格導入（野菜の力を数値化した、当社グループ独自基準）」を進め、計画的な仕入の実現に向
けて進めております。 

  

（次期の見通し） 

来期におきましては、海外経済の緩やかな回復を背景に国内経済の持ち直しが期待されるものの、雇用
不安や所得減少の懸念は払拭されておらず、外食に対する消費の回復も当面期待できないため、当社グル
ープを取り巻く経営環境は引き続き厳しいものになると考えております。 

このような状況ではありますが、「新工場稼動に伴う売上拡大の実現」「営業力の強化」「計画的な仕
入の実現」を中心に各種経営施策を進めてまいります。 

具体的な施策といたしましては、「新工場稼働に伴う売上拡大の実現」として、本年６月からの新工場
の稼働開始に伴ない、「センター化構想によるホール野菜の販売増」「衛生設備の強化によりCVS、給
食、医療施設分野へのカット野菜の販路拡大」「物流のIT化による、野菜外物流の拡大」を実践してまい
ります。「営業力の強化」といたしましては、「顧客満足度アップへの取り組み」「提案型営業の強化」
「売れる商品の発掘と仕入」を引き続き行ってまいります。「計画的な仕入の実現」といたしましては、
「契約産地の再開発・拡大」「市場との連携・提携による、産地からの物流・商流再編成」「デリカスコ
アの本格導入（野菜の力を数値化した、当社グループ独自基準）」を強力に推進してまいります。 

当社グループは、以上のような取組みを行い、グループ一体となって、野菜を中心に生産地から消費者
までの食をコーディネートできる企業として、「日本農業の発展」及び「国民の健康増進」の社会的責任
を担う会社として、企業価値向上に向けた取り組みを進めてまいります。  
 次期の業績につきましては、以上のような取り組みを行い、売上拡大と営業力の強化に務めることで、
業績回復に尽力します。上期は新工場に伴う経費の拡大とアンテナショップへの投資等で経常利益は低く
推移しますが、下期はこれを取り戻し、通期では売上高20,000百万円、営業利益490百万円、経常利益475
百万円、当期純利益268百万円を見込んでおります。  
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    ①資産、負債及び純資産の状況 
   （イ）資産  

流動資産は、前連結会計年度末に比べ14.7％増加し、4,485百万円となりました。これは、主とし
て現金及び預金が495百万円増加したことなどによります。（なお、現金及び預金の詳しい内容につ
きましては、②キャッシュ・フローの状況をご参照ください。）  
 固定資産は、前連結会計年度末に比べて4.7％増加し、4,666百万円となりました。これは、主と
して東京デリカフーズ株式会社の新工場建設による建設仮勘定が250百万円増加したことなどにより
ます。  

   （ロ）負債  
流動負債は、前連結会計年度末に比べて1.8％増加し、2,414百万円となりました。これは、主と

して未払金が49百万円、工場閉鎖費用引当金が27百万円増加したこと、一方、未払法人税等が50百
万円減少したことなどによります。  
 固定負債は、前連結会計年度末に比べて27.4％増加し、2,685百万円となりました。これは、主と
して東京デリカフーズ株式会社の新工場建設のための金融機関からの借入れなどにより、長期借入
金が574百万円増加したことなどによります。  

   （ハ）純資産  
純資産合計は、前連結会計年度末に比べて4.3％増加し4,051百万円となりました。これは、主と

して利益余剰金が167百万円増加したことなどによります。 

  

   ②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、1,844百万円となり、前連結会計年度末に比べ
493百万円増加しました。当連結会計年度のキャッシュ・フローの内容は概ね次のとおりでありま
す。  

   （イ）営業活動によるキャッシュ・フロー  
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益406百万円、減価償却費189百万

円が主要な収入であります。また、法人税等の支払額251百万円が主要な支出であります。以上の結
果、366百万円の収入となりました。 

   （ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー  
投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入118百万円が主要な収入であり

ます。また、有形固定資産の取得による支出305百万円、定期預金の預入による支出120百万円が主
要な支出であります。以上の結果、352百万円の支出となりました。  

   （ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー  
財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入983百万円が主要な収入でありま

す。また、長期借入金の返済による支出369百万円、、配当金の支払額73百万円が主要な支出であり
ます。以上の結果、479百万円の収入となりました。 

  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フローの対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利息の支払額 

（注） 

１.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済み株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

 おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と 

 しております。また、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており 

 ます。 

(2) 財政状態に関する分析

平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期

自己資本比率（％） 43.0 43.1 49.1 46.4 44.3

時価ベースの自己資本比率
（％）

64.2 49.2 24.2 18.2 18.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

3.7 3.3 4.9 4.1 8.7

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

13.8 16.8 10.6 16.6 8.6
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当社は、株主の皆様への利益還元策として、配当による成果の配分を重要視しており、配当原資確保
のため収益力強化を図りながら、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。 
 当社は取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定めておりますが、原則として、株
主総会の決議による期末配当をもって剰余金の配当を行うことを基本的な方針としております。 
 次期の配当は、１株につき5,000円の普通配当を行うことと致しました。内部保留資金につきまして
は、今後の設備投資や研究開発等の資金需要に備えることと致します。 

  

以下において、当社グループの事業及びその他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる
主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投
資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点
から以下に開示しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、
発生の回避及び発生した場合の対応に努めてまいりますが、本株式に対する投資判断は、本項及び本書
中の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があります。また、本稿に記載
した予想、見通し、方針等、将来に関する事項は、本決算短信提出日以降において、将来実現する実際
の結果とは異なる可能性がありますのでご留意ください。 

  

①青果物の生産・収穫に影響を及ぼす天候や気象 
 当社グループは、主に、国内産青果物を生産地取引や各地の市場で買い付け、お客様に販売しておりま
す。青果物の生産・収穫は天候や気象に左右されます。特に近年は、異常気象に見舞われ世界的に農作物
の収穫に悪影響を与えております。過去に経験した大きな異常気象を教訓として、そのような状況が発生
した場合、輸入青果物の仕入をお客様の同意の下に行う体制を持っていることや、同じ天候や気象の影響
を受けない複数の国内産地を持つことで、リスクを分散した生産地取引も行っております。 
 こうした対応にもかかわらず、青果物の生産・収穫が天候や気象により著しく減少する状況に陥った場
合には、仕入価格が高騰し、あるいは販売機会を逃すなど、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影
響を及ぼす可能性があります。 

  

②食品の安全性  
 食品の安全性と品質保証に関する消費者の関心は、残留農薬、偽装表示問題等により高まっておりま
す。当社グループは、製・商品の品質、安全性を経営の最重要課題のひとつと考えており、安全で高品質
の食品を供給するため、徹底した衛生管理と品質の向上に努めております。具体的には、当社グループの
製造責任者とともに、定期的な衛生チェックを内部監査時に実施し、製・商品クレームや事故の発生防止
活動、製・商品表示の適正化に取り組んでおり、衛生管理の徹底と品質の向上に取り組むとともに、仕入
業者と連携して品質向上のための情報交換を行い、管理体制の強化にも取り組んでおります。そのような
結果、過去に食中毒事件等の問題が発生した事例はありません。 
 しかしながら、異物混入、健康被害を与える可能性のある欠陥製・商品、表示違反など、当社グループ
で生産する製品、あるいは仕入商品に万一事故が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状
態に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループに起因する食品の安全性問題だけでなく、無
認可添加物の使用等による食品製造工程における消費者の不信、あるいは外食企業に起因する衛生管理問
題による連鎖的風評など、社会全体的な食品の安全・衛生上の問題が発生した場合につきましても、当社
グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

③有利子負債依存度について 
 当社グループは、工場・物流センター等の設備投資資金を金融機関からの借入れにより主に調達してい
るため、総資産に占める有利子負債の割合が平成22年３月決算期で34.6％（有利子負債残高3,168,085千
円/総資産9,151,576千円）と比較的高い水準にあります。したがって、今後有利子負債依存度が高い状態
で金利が上昇した場合には、当社グループの経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

④法的規制について 
 当社グループが営んでいる青果物事業に関する主たる法的規制には、食品の規格・衛生監視・営業許可
等を定めた「食品衛生法」、食品循環資源の再生利用等を促進するために再生利用等の量に関する目標を
定めた「食品リサイクル法」、工場・事業場の排水規制を定めた「水質汚濁禁止法」、「水道法」、欠陥
製造物からの消費者保護を目的とした「製造物責任法（ＰＬ法）」等があります。 
 当社グループは、「食品衛生法」をはじめとした法令の遵守を徹底するとともに、「食品リサイクル
法」における食品廃棄物の再処理にも充分な取り組みを実施しております。しかしながら、今後「食品衛
生法」、「食品リサイクル法」等の法的規制が強化された場合、新たな費用負担が発生する可能性があ
り、その場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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⑤業務委託について 
 当社グループでは、お客様との契約の中で各子会社が直接配送できない地域につきましては、各子会社
が業務委託先に依頼し商品をお客様の店舗に納品しております。 
 商品の発送を依頼する委託先につきましては、納品する野菜の品質には十分に気をつけるよう指導管理
しておりますが、納品する野菜の品質が悪い等の不測の事態が生じた場合等に、投資者及びその他一般の
方々が当社グループにも同様の問題が生じていると誤解する可能性があります。また、業務委託先が当社
グループの意に背いて、食品の安全性に欠けるものを納品した場合、当社グループにも影響があり、経営
成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥社会保険の加入及び料率改定等の影響について 
 当社グループは工場等において、業務担当するパート、アルバイトを多数雇用しております。社会保険
料の料率改定によって料率が上昇した場合には、雇用事業主である当社グループにも費用負担が発生する
恐れがあります。さらに、社会保険加入要件の加入対象枠が短時間労働者へ適用が広がった場合、パー
ト、アルバイトの社会保険加入適用該当者が増加することにより、雇用事業主である当社グループの費用
負担が発生し、当社グループの経営成績等に悪影響等を及ぼす可能性があります。 
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 当社グループは、当社（持株会社）、東京デリカフーズ㈱、名古屋デリカフーズ㈱、大阪デリカフーズ㈱、㈱メデ

ィカル青果物研究所、デザイナーフーズ㈱により構成されており、外食産業、中食産業（注１）等向けにホール野菜

（注２）の販売、カット野菜の製造・販売等を主たる事業としております。 

  

[事業系統図] 

 

  

（注１）中食産業は、持ち帰り弁当や調理済み食品・惣菜など家庭で食事をするための食品及び食材を販売している 

     産業であります。レストランなどで食事をする外食産業と、家庭で素材から調理する「内食」の中間に相当 

    する意味として「中食」という名称が使われております。 

（注２）当社グループは、カットされていない状態でお届けする野菜そのものを、カット野菜と区別するため、 

    「ホール（whole)野菜」と称しております。 

（注３）荷受とは、生産者から青果物市場で商品を受け取る会社であり、商品の取扱高に対する手数料を収入源と 

    しております。 

（注４）仲卸とは、荷受より青果物を購入する二次問屋であり、青果物市場では仲卸が八百屋等に販売しております。 

  

① ホール野菜部門 

当部門においては、外食産業、中食産業に様々な種類の野菜を紹介し、当社子会社より直接配送・販売をしてお

ります。また、当社グループは多くのお客様より得られる情報等を取り纏め、生産者へ売れ筋野菜の情報等の提

供、コーディネイトをしております。なお、当社グループは主として外食チェーン店等と取引をしておりますの

で、野菜の品揃え及び数量確保体制を整え、お客様への配送においては野菜の品質維持を第一に考えたチルド物流

を行っております。 

② カット野菜部門 

当部門においては、外食産業、中食産業の店舗向けに、業務用カット野菜を製造販売しております。当社グルー

プは全国規模のカット野菜販売のリーディングカンパニーとして、事業活動を行ってまいりました。カット野菜

は、１）厨房での野菜ゴミの減量化に役立つこと、２）調理時間の短縮や簡便性（野菜をカットする手間の省力

化）があること、３）衛生的な洗浄野菜であること、などがメリットとなっております。  

  当社グループのカット野菜は「おいしさと安全」を考え、「野菜の生理」を研究して作り上げた商品でありま

す。 

③ その他部門 

   ・日配品  

ホール野菜とカット野菜を運ぶ流通網を活用し、野菜だけでなく日配品（卵、豆腐、冷凍食品など）も外食産

業、中食産業の店舗にお届けしております。野菜と一緒に納品することにより、お客様の商品管理が効率化されま

す。  

    ・業務委託  

当社グループの物流拠点は、東京・神奈川・愛知・大阪・兵庫・福島にあり、関東地区・東海地区・近畿地区・

南東北地区をカバーしております。それ以外の地区におきましては、当社グループと提携する業務委託先に配送を

依頼して、お客様の店舗に納品しております。 

    ・コンサルティング業務 

当社グループのデザイナーフーズ㈱は、業務支援サービスとして、外食産業、中食産業に対し、メニュー提案や

コンサルタント業務、食品成分分析などを行っております。  

2. 企業集団の状況
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当社グループは、「徳・体・智」という理念を持ち、体を動かし汗水を流すことが自分の為になり人

の為になるという思いで業務を遂行し、人々に尽くす経営をするという経営理念のもと、野菜を食した

ときの健康への影響を常に考え、安全で安心な野菜を供給することに取り組んでおります。 

 また、カット野菜のリーディングカンパニーとしてお客様の多大なニーズに応え、新たな野菜需要の

創造と野菜を使用したメニューの提案を通じて市場の拡大に努めております。 

 事業活動にあたっては、お客様、そして株主の皆様の信頼と期待にお答えするように努め、企業価値

の一層の向上を目指しております。 

  

当社グループでは、売上高経常利益率を重視しております。生鮮食料品を扱う会社の性質上、日々の

買付け、品質管理および製造・流通におけるコスト管理に注力することが経営体質の強化につながると

考えております。当連結会計年度末における売上高経常利益率は、2.5％となっております。世界規模

での金融不安や景気後退の影響により、一時的な低下は予想されますが、体質強化や営業力の強化によ

る顧客数の増加によって景気回復の折には、売上高経常利益率の上昇を確信しております。 

  

当社グループの中期経営計画におきまして、時代が要求する「安全・安心」の情報提供を踏まえ、ま

た、これまで構築してまいりました３６５日体制のチルド流通網や、東京・名古屋・大阪を中心とした

広域営業体制を発展させ、青果物事業において生産者から消費者までをトータルコーディネイトする体

制の確立を目標としております。 

 同時に生活習慣病の増加から医療費の増大が危惧される中、ますます予防医学の重要性が求められる

状況となり、より食生活の重要性が認識される時代になります。当社グループがこれまで掲げてきた野

菜の中身分析は時代の要求に合い、抗酸化力のデータを用いた、外食・中食産業の顧客に対する健康を

考えたメニュー提案等のコンサルティング業務が新たなビジネスモデルとして大きく展開すると考えて

おります。 

  

当社グループは、世界規模での金融不安や景気後退の影響により、厳しい状況が継続するものと懸念

されますが、下記に当社グループの対処すべき課題を掲げ、それに取り組んでいく所存であります。 

①新規顧客獲得と既存顧客の深掘営業および新規業態の顧客の獲得 

②コスト低減による体質強化（物流費、新鋭設備機械の導入による作業の効率化等） 

③食の安全安心に対する顧客への情報確保と開示 

④過熱野菜の販売力強化と過熱野菜を用いた商品の開発 

⑤野菜の廃棄を極力抑え、可食部分割合を増加させる商品の開発 

⑥生活習慣病予防に対する食の重要性の中で野菜を中心としたメニュー提案のコンサルティング 

⑦生産者と顧客を結ぶ「Farm to wellness 倶楽部」の活動による優良な生産者とのつながり確保と顧

客との信頼関係の強化 

  

  これらの課題に対する施策を実践し、野菜を中心に生産地から消費者までの食をコーディネイトでき

る企業として、また、「健康を増進する」社会的責任を担う会社として、企業品質と企業価値の向上に

邁進努力いたしております。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,953,253 2,448,830

売掛金 1,835,559 1,846,527

商品及び製品 42,571 46,039

仕掛品 1,288 1,345

原材料及び貯蔵品 16,142 19,229

繰延税金資産 37,648 44,286

その他 32,907 88,550

貸倒引当金 △10,013 △9,550

流動資産合計 3,909,358 4,485,258

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2 1,237,252 ※1, ※2 1,177,128

機械装置及び運搬具（純額） ※1, ※2 171,213 ※1, ※2 165,118

土地 ※2 2,534,861 ※2 2,534,861

リース資産（純額） ※1 111,404 ※1 108,754

建設仮勘定 19,045 269,190

その他 ※1 42,752 ※1 32,169

有形固定資産合計 4,116,530 4,287,222

無形固定資産

その他 32,206 31,097

無形固定資産合計 32,206 31,097

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 132,156 ※2 150,752

保険積立金 92,819 105,659

繰延税金資産 34,988 40,620

その他 65,173 68,662

貸倒引当金 △19,142 △17,697

投資その他の資産合計 305,995 347,997

固定資産合計 4,454,733 4,666,317

資産合計 8,364,091 9,151,576
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,051,032 －

買掛金 － 1,056,629

短期借入金 ※2 413,468 ※2 383,068

1年内返済予定の長期借入金 ※2 197,342 ※2 235,412

リース債務 25,689 26,780

未払法人税等 109,791 59,453

未払金 487,502 537,252

未払費用 18,422 23,642

賞与引当金 53,183 53,936

工場閉鎖費用引当金 － 27,205

その他 16,172 11,127

流動負債合計 2,372,604 2,414,507

固定負債

長期借入金 ※2 1,974,631 ※2 2,549,605

リース債務 86,681 83,835

退職給付引当金 43,348 46,840

その他 2,790 4,980

固定負債合計 2,107,450 2,685,261

負債合計 4,480,055 5,099,769

純資産の部

株主資本

資本金 759,755 759,755

資本剰余金 1,591,242 1,591,242

利益剰余金 1,714,839 1,882,609

自己株式 △174,508 △174,508

株主資本合計 3,891,330 4,059,099

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,293 △7,292

評価・換算差額等合計 △7,293 △7,292

純資産合計 3,884,036 4,051,806

負債純資産合計 8,364,091 9,151,576
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(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 19,503,357 18,515,319

売上原価 ※1 14,414,505 ※1 13,690,331

売上総利益 5,088,852 4,824,988

販売費及び一般管理費 ※2, ※3 4,456,506 ※2, ※3 4,348,490

営業利益 632,345 476,498

営業外収益

受取利息 3,419 2,213

受取配当金 1,899 1,842

仕入割引 2,904 －

業務受託手数料 － 4,550

その他 8,574 11,076

営業外収益合計 16,797 19,682

営業外費用

支払利息 38,540 42,777

その他 683 －

営業外費用合計 39,223 42,777

経常利益 609,919 453,403

特別利益

保険解約返戻金 12,807 －

退職給付引当金戻入額 5,228 －

特別利益合計 18,035 －

特別損失

固定資産売却損 ※4 14 ※4 4,991

固定資産除却損 ※5 1,422 ※5 13,202

投資有価証券評価損 20,765 －

不動産取得税等 10,424 －

役員弔慰金 － 2,000

工場閉鎖費用 － ※6 27,205

特別損失合計 32,627 47,399

税金等調整前当期純利益 595,327 406,003

法人税、住民税及び事業税 238,681 177,281

法人税等調整額 10,217 △12,271

法人税等合計 248,898 165,009

当期純利益 346,428 240,994
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 759,755 759,755

当期末残高 759,755 759,755

資本剰余金

前期末残高 1,591,242 1,591,242

当期末残高 1,591,242 1,591,242

利益剰余金

前期末残高 1,432,961 1,714,839

当期変動額

剰余金の配当 △60,571 △73,225

当期純利益 346,428 240,994

自己株式の処分 △3,752 －

自己株式の消却 △227 －

当期変動額合計 281,878 167,769

当期末残高 1,714,839 1,882,609

自己株式

前期末残高 △114,423 △174,508

当期変動額

自己株式の取得 △66,910 －

自己株式の処分 6,597 －

自己株式の消却 227 －

当期変動額合計 △60,085 －

当期末残高 △174,508 △174,508

株主資本合計

前期末残高 3,669,536 3,891,330

当期変動額

剰余金の配当 △60,571 △73,225

当期純利益 346,428 240,994

自己株式の取得 △66,910 －

自己株式の処分 2,845 －

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 221,793 167,769

当期末残高 3,891,330 4,059,099
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △18,266 △7,293

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10,972 1

当期変動額合計 10,972 1

当期末残高 △7,293 △7,292

評価・換算差額等合計

前期末残高 △18,266 △7,293

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10,972 1

当期変動額合計 10,972 1

当期末残高 △7,293 △7,292

純資産合計

前期末残高 3,651,270 3,884,036

当期変動額

剰余金の配当 △60,571 △73,225

当期純利益 346,428 240,994

自己株式の取得 △66,910 －

自己株式の処分 2,845 －

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,972 1

当期変動額合計 232,764 167,770

当期末残高 3,884,036 4,051,806
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 595,327 406,003

減価償却費 202,513 189,953

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,211 △1,909

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,789 752

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,890 3,492

工場閉鎖費用引当金の増減額(△は減少) － 27,205

受取利息及び受取配当金 △5,318 △4,055

支払利息 38,540 42,777

投資有価証券評価損益（△は益） 20,765 －

固定資産除却損 1,422 13,202

売上債権の増減額（△は増加） 262,153 △9,522

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,715 △6,611

仕入債務の増減額（△は減少） △173,803 5,596

その他 △29,297 △10,330

小計 907,128 656,555

利息及び配当金の受取額 5,499 4,226

利息の支払額 △38,050 △42,707

法人税等の支払額 △244,360 △251,832

営業活動によるキャッシュ・フロー 630,217 366,242

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △156,749 △120,020

定期預金の払戻による収入 198,000 118,343

有形固定資産の取得による支出 △1,065,320 △305,647

無形固定資産の取得による支出 △3,022 △11,838

投資有価証券の取得による支出 △14,525 △18,590

貸付けによる支出 － △10,000

貸付金の回収による収入 335 10,227

保険積立金の払戻による収入 32,064 －

その他 △20,990 △14,563

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,030,207 △352,091

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △16,532 △30,400

長期借入れによる収入 1,030,000 983,000

長期借入金の返済による支出 △202,745 △369,956

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △66,910 －

自己株式の処分による収入 2,845 －

リース債務の返済による支出 △27,927 △29,531

配当金の支払額 △60,316 △73,363

財務活動によるキャッシュ・フロー 648,414 479,748

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 248,424 493,899

現金及び現金同等物の期首残高 1,101,860 1,350,284

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,350,284 ※1 1,844,184

デリカフーズ株式会社(3392) 
平成22年３月期　決算短信

― 15 ―



該当事項はありません。 

  

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項  すべての子会社を連結しておりま

す。 

  連結子会社の数  ５社 

  連結子会社の名称 

    東京デリカフーズ㈱ 

    名古屋デリカフーズ㈱ 

    大阪デリカフーズ㈱ 

    ㈱メディカル青果物研究所 

    デザイナーフーズ㈱

 すべての子会社を連結しておりま

す。  

  連結子会社の数  ５社  

  連結子会社の名称  

         同左 

  

 

  

 

２ 持分法の適用に関する事

項

該当する会社はありません。         同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

        同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

  時価のあるもの
連結決算期末日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算
定) 

  時価のないもの
移動平均法による原価法

①有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの 
  同左

  
 
  
   時価のないもの 

  同左

②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸

資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によって

おります。

  ａ 商品  

    総平均法 

  ｂ 製品・仕掛品  

    総平均法  

  ｃ 材料  

    総平均法  

  ｄ 貯蔵品  

    総平均法 

 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ1,129千円減少しております。

②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸

資産 

    同左

   

  

  a 商品 

      同左 

  b 製品・仕掛品 

      同左 

  c 材料 

      同左 

  d 貯蔵品 

      同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産 

（イ）リース資産以外の有形固定資産 

 定率法によっております。但

し、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物付属設備は除く）に

ついては、定額法によっておりま

す。  

 なお、主な耐用年数について

は、下記のとおりであります。  

建物及び構築物   ３年～45年  

機械装置及び運搬具 ２年～12年  

その他       ２年～20年  

 なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却によってお

ります。  

 また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。 

（追加情報） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

 法人税法の改正（所得税法等の一部

を改正する法律 平成20年４月30日 法

律第23号）による法定耐用年数及び資

産区分の変更に伴い、当社及び連結子

会社の機械及び装置の一部について耐

用年数を延長しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ3,630千円増加しております。 

 

（ロ）リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産  
 リース期間を耐用年数とし、残存価
額をゼロとする定額法によっておりま
す。

①有形固定資産 

（イ）リース資産以外の有形固定資産 

 同左

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

（ロ）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産  
   同左 
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 ②無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、償却年数については、法 

 人税法に規定する方法と同一の基 

 準によっております。ただし、ソ 

 フトウェア(自社利用分)について 

 は、社内における利用可能期間(５ 

 年)に基づく定額法によっておりま 

 す。

②無形固定資産 

   同左 

 

 (3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

①貸倒引当金 

    同左  

②賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備えて、賞

与支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。

②賞与引当金 

 同左

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しており

ます。

③退職給付引当金 

  同左

    ――――――――― ④工場閉鎖費用引当金 

工場の閉鎖に伴う損失に備えるため、

閉鎖費用見込額を計上しております。

なお、当連結会計年度末につきまして

は、東京デリカフーズ㈱の新工場設立

に伴う東京物流センターの一部及び保

木間事務所の閉鎖に要する費用の見積

額を計上しております。

 (4) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

 同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

  同左

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日又は償還日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資

であります。

  同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等） 

 当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用しております。 

 なお、リース取引開始日が改正適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首

に前連結会計年度末における未経過リース料残高又は、

未経過リース料期末残高相当額を取得価額として取得し

たものとしてリース資産を計上する方法によっておりま

す。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース

資産が有形固定資産に111,404千円計上されておりま

す。なお、損益に与える影響は軽微であります。

        ―――――――――

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（連結貸借対照表） 

  財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」

「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それそれ45,835千円、1,605千円、19,276千円でありま

す。

        ―――――――――

(連結損益計算書)  

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「自動販

売機収入」（当連結会計年度1,641千円）、「開発助成

金」（当連結会計年度1,161千円）、「雇用奨励金」

（当連結会計年度57千円）は、金額的重要性が乏しくな

ったため、当連結会計年度においては営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しております。

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「仕入割

引」（当連結会計年度354千円）は、金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度においては営業外収益

の「その他」に含めて表示しております。
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【追加情報】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 当社は、平成20年２月18日開催の取締役会において、

連結子会社である東京デリカフーズ㈱が東京都足立区内

に新工場を建設する旨決議しました。平成20年９月着

工、平成21年６月竣工を予定しておりましたが、計画を

延期することとし、具体的な着工・竣工時期は未定（検

討中）であります。なお、土地については既に取得して

おり（1,072,263千円）、このほか、建物及び構築物約

370百万円、機械装置及び運搬具約130百万円を取得する

予定であります。

 当社は、平成20年11月18日付「当社連結工会社 新工

場竣工延期に関するお知らせ」にて、当社連結子会社で

ある東京デリカフーズ㈱の新工場建設計画について見直

しを行うことを公表しておりましたが、平成21年９月24

日開催の取締役会において、計画を再開することを決定

いたしました。なお、土地については既に取得しており

（1,072,263千円）、このほか、建物及び構築物約800百

万円、機械装置及び運搬具約300百万円を取得する予定

であります。

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,025,112千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,185,889千円

※２ 担保資産

 短期借入金67,036千円及び長期借入金(１年内返

済予定の長期借入金183,374千円を含む)2,102,633

千円の担保に供しているものは次のとおりでありま

す。

投資有価証券 10,304千円

建物及び構築物 1,143,853 〃

土地 2,409,272 〃

機械装置及び運搬具 48,555 〃

 計 3,611,985千円

※２ 担保資産

 短期借入金48,242千円及び長期借入金(１年内返

済予定の長期借入金170,432千円を含む)2,489,653

千円の担保に供しているものは次のとおりでありま

す。

投資有価証券 9,120千円

建物及び構築物 1,097,641 〃

土地 2,534,861 〃

機械装置及び運搬具 67,911 〃

計 3,709,533千円

 

 ３ 連結子会社(東京デリカフーズ㈱、名古屋デリカ

フーズ㈱、大阪デリカフーズ㈱)においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座

貸越契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 1,800,000千円

貸出実行残高 378,468 〃

差引額 1,421,532千円
 

 ３ 連結子会社(東京デリカフーズ㈱、名古屋デリカ

フーズ㈱、大阪デリカフーズ㈱)においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座

貸越契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 1,750,000千円

貸出実行残高 350,668 〃

差引額 1,399,332千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

 売上原価 1,129千円
 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 1,392千円

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

 運賃 1,636,714千円

 給料手当 1,252,934 〃

 退職給付費用 5,932 〃

 賞与引当金繰入額 43,051 〃

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

運賃 1,565,750千円

給料手当 1,252,106 〃

 貸倒引当金繰入額 6,083 〃

退職給付費用 8,055 〃

賞与引当金繰入額 44,545 〃

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開 

  発費は、次のとおりであります。

 一般管理費 85,640千円
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開 

  発費は、次のとおりであります。

一般管理費 101,470千円

 

※４ 固定資産売却損の内訳

 機械装置及び運搬具 14千円
 

※４ 固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 4,991千円

 

※５ 固定資産除却損の内訳

 建物及び構築物 392千円

 機械装置及び運搬具 272 〃

 その他(工具器具備品) 757 〃

  計 1,422千円

 

※５ 固定資産除却損の内訳

機械装置及び運搬具 679千円

建設仮勘定 12,283 〃

その他(工具器具備品) 91 〃

その他(ソフトウェア) 148 〃

 計 13,202千円

※６      ――――――――― ※６ 東京デリカフーズ㈱の新工場設立に伴う東京物

流センターの一部及び保木間事務所の閉鎖に要す

る費用の見積額であります。
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

 減少数の内訳は、次の通りであります。 

  自己株式の消却による減少                 0.92株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次の通りであります。 

  取締役会決議による自己株式の取得による増加       529.00株 

  端株の買取りによる増加                  0.78株 

 減少数の内訳は、次の通りであります。 

  新株予約権の権利行使による自己株式の交付による減少   32.00株 

    自己株式の消却による減少                 0.92株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成16年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 15,605.92 ─ 0.92 15,605.00

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 463.14 529.78 32.92 960.00

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社 平成16年新株予約権 普通株式 452 ― 32 420 ─

合計 452 ─ 32 420 ─

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年６月26日 
定時株主総会

普通株式 60,571 4,000.00 平成20年３月31日 平成20年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 73,225 5,000.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
   

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 15,605.00 ― ― 15,605.00

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 960.00 ― ― 960.00

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社 平成16年新株予約権 普通株式 420 ― ― 420 ─

合計 420 ― ― 420 ─

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 73,225 5,000.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 73,225 5,000.00 平成22年３月31日 平成22年６月29日
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 当社及び連結子会社の事業は、青果物事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従い

まして、当該事業以外に事業の種類がありませんので、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 当社及び連結子会社の事業は、青果物事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従い

まして、当該事業以外に事業の種類がありませんので、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 海外売上がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 海外売上がないため、該当事項はありません。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,953,253千円

預入期間３か月超の定期預金 △602,968 〃

現金及び現金同等物 1,350,284千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,448,830千円

預入期間３か月超の定期預金 △604,646 〃

現金及び現金同等物 1,844,184千円

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

1 ファイナンス・リース取引 1 ファイナンス・リース取引

 (借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 (1) リース資産の内容

・有形固定資産 

 主として、カット野菜部門における生産設備及び

配送用車両（機械装置及び運搬具）であります。 

・無形固定資産 

 主として、労務管理用ソフトウェアでありま

す。

 (2) リース資産の減価償却の方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

 (借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 (1) リース資産の内容

 同左 

  

 

  

 

 

 (2) リース資産の減価償却の方法   

 同左

 

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側) 

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能 

  のものに係る未経過リース料

１年以内 5,108千円

１年超 7,132 〃

合計 12,240千円
 

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側) 

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能 

  のものに係る未経過リース料

１年以内 4,034千円

１年超 3,097 〃

合計 7,132千円

(関連当事者情報)
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

①流動資産

 貸倒引当金 527千円

 賞与引当金 22,152 〃

 未払事業税 10,592 〃

 その他 4,375 〃

   計 37,648千円

②固定資産

 退職給付引当金 16,603千円

 貸倒引当金 4,671 〃

 減価償却超過額 3,227 〃

 会員権評価損 3,432 〃

 その他有価証券評価差額金 5,182 〃

 その他 1,871 〃

   計  34,988千円

 繰延税金資産合計 72,637千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①流動資産

貸倒引当金 542千円

賞与引当金 22,461 〃

工場閉鎖費用引当金 11,363 〃

未払事業税 5,419 〃

その他 4,498 〃

  計 44,286千円

②固定資産

退職給付引当金 18,058千円

貸倒引当金 3,910 〃

減価償却超過額 8,006 〃

会員権評価損 3,432 〃

その他有価証券評価差額金 5,179 〃

その他 2,033 〃

  計  40,620千円

繰延税金資産合計 84,906千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

          同左
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用

しております。 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に関する取組方針 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については運転資

金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座借越契約を締結しております。加えて、主にカット野

菜の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達して

おります。 

  

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、その他有価証

券に区分される株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金は、原則として１ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、主に

設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金

利の変動リスクに晒されております。 

  

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、与信管理実施要領に従い、営業債権について、営業グループと管理グループが

連携して、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。当期の連結

決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により

表されています。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状態を把

握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 借入金については、長期借入金の金利変動リスクを回避するため、原則として固定金利による借

入を実施しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理グループが適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。 

  

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

(金融商品関係)
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

(注２)をご参照ください。 
                                      （単位：千円） 

 
  

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

（１）現金及び預金、（２）売掛金 

これらは、すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

（３）投資有価証券  

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっております。  

 また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照下さ

い。  

負債 

（１）買掛金、（２）短期借入金、（３）未払金 

これらは、短期間で決済または更新されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。  

（４）長期借入金 

長期借入金の時価については元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。  

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
                          （単位：千円） 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）投資

有価証券」には含めておりません。 

  

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 2,448,830 2,448,830 ―

（２）売掛金 1,846,527 1,846,527 ―

（３）投資有価証券 136,404 136,404 ―

資産計 4,431,762 4,431,762 ―

（１）買掛金 1,056,629 1,056,629 ―

（２）短期借入金 383,068 383,068 ―

（３）未払金 537,252 537,252 ―

（４）長期借入金 2,785,017 2,692,981 △92,035

負債計 4,761,967 4,669,931 △92,035

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 14,348
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 
                  （単位：千円） 

 
  

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額 
                                      （単位：千円） 

 
  

  

  

  

  

１年以内

現金及び預金 2,448,830

売掛金 1,846,527

合計 4,295,358

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

長期借入金 235,412 266,787 499,982 295,186 227,490 1,260,160

デリカフーズ株式会社(3392) 
平成22年３月期　決算短信

― 29 ―



前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

  

 
（注）有価証券の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行っております。当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある

ものについて20,765千円減損処理を行っております。 

  

  

 
  

(有価証券関係)

１ その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表 

計上額 
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

 株式 18,788 21,156 2,367

 債券 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

小計 18,788 21,156 2,367

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

 株式 111,498 96,652 △14,845

 債券 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

小計 111,498 96,652 △14,845

合計 130,287 117,808 △12,478

２ 時価評価されていない有価証券

内容

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額(千円)

 その他有価証券

 非上場株式 14,348

合計 14,348
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当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

１ その他有価証券（平成22年３月31日） 

  

 
（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額14,348千円）については、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。 

  

  

前連結会計年度 (自 平成20年４月１月 至 平成21年３月31日) 及び 

当連結会計年度 (自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用してしないため、該当事項はありません。 

  

区分

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

連結決算日における 
連結貸借対照表  

計上額  
(千円)

取得原価又は償却原価
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

 株式 41,093 33,473 7,620

 債券 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

小計 41,093 33,473 7,620

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

 株式 95,310 115,402 △20,092

 債券 ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─

小計 95,310 115,402 △20,092

合計 136,404 148,875 △12,471

(デリバティブ取引関係)
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは主に退職一時金制度を採用しております。また、東京デリカフーズ㈱は、中小企

業退職金共済制度に加入しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  退職給付債務の算定方法として、簡便法を採用しておりますので、割引率等については該  

  当ありません。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは主に退職一時金制度を採用しております。また、東京デリカフーズ㈱は、中小企

業退職金共済制度に加入しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  退職給付債務の算定方法として、簡便法を採用しておりますので、割引率等については該  

  当ありません。 

  

(退職給付関係)

①  退職給付債務 43,348 千円

②   退職給付引当金 43,348 千円

① 勤務費用 3,705 千円

② 中小企業退職金共済掛金 3,833 〃

③ 退職給付費用 7,538 千円

①  退職給付債務 46,840 千円

②   退職給付引当金 46,840 千円

① 勤務費用 6,266 千円

② 中小企業退職金共済掛金 3,258 〃

③ 退職給付費用 9,524 千円
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

 
  

 ②単価情報 

 
  

(ストック・オプション等関係)

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月28日

付与対象者の区分及び人数 (名)
当社取締役３、当社子会社取締役１、当社管理職２、当社

 子会社管理職５

株式の種類及び付与数 (株) 普通株式 556

付与日 平成17年３月12日

権利確定条件

 新株予約権者は、本権利行使時において、当社および当
 社子会社の取締役、監査役、執行役員または使用人の何れ 
 かの地位、あるいは当社との間の雇用契約に基づく顧問の 
 地位を有している場合に限る。ただし、新株予約権者が、 
 定年・任意満了による退任・退職、または当社もしくは当 
 社の子会社の都合によりこれらの地位を失った場合はこの 
 限りではない。その他の条件は、本総会および新株予約権 
 発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当 
 てを受けたものとの間で締結する「新株予約権付与契約」 
 で定めるところによる。

対象勤務期間 対象勤務期間に関する定めはありません

権利行使期間 平成18年８月１日～平成26年６月27日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月28日

権利確定前

 期首 (株) ─

 付与 (株) ─

 失効 (株) ─

 権利確定 (株) ─

 未確定残 (株) ─

権利確定後

 期首 (株) 452

 権利確定 (株) ─

 権利行使 (株) 32

 失効 (株) ─

 未行使残(株) 420

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月28日

権利行使価格 (円) 88,921

行使時平均株価 (円) 116,633

付与日における公正な評価単価 (円) ─
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当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

 
  

 ②単価情報 

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月28日

付与対象者の区分及び人数 (名)
当社取締役３、当社子会社取締役１、当社管理職２、当社

 子会社管理職５

株式の種類及び付与数 (株) 普通株式 556

付与日 平成17年３月12日

権利確定条件

 新株予約権者は、本権利行使時において、当社および当
 社子会社の取締役、監査役、執行役員または使用人の何れ 
 かの地位、あるいは当社との間の雇用契約に基づく顧問の 
 地位を有している場合に限る。ただし、新株予約権者が、 
 定年・任意満了による退任・退職、または当社もしくは当 
 社の子会社の都合によりこれらの地位を失った場合はこの 
 限りではない。その他の条件は、本総会および新株予約権 
 発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当 
 てを受けたものとの間で締結する「新株予約権付与契約」 
 で定めるところによる。

対象勤務期間 対象勤務期間に関する定めはありません

権利行使期間 平成18年８月１日～平成26年６月27日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月28日

権利確定前

 期首 (株) ―

 付与 (株) ―

 失効 (株) ―

 権利確定 (株) ―

 未確定残 (株) ―

権利確定後

 期首 (株) 420

 権利確定 (株) ―

 権利行使 (株) ―

 失効 (株) ―

 未行使残(株) 420

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月28日

権利行使価格 (円) 88,921

行使時平均株価 (円) ―

付与日における公正な評価単価 (円) ─
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   前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

  当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

(企業結合等関係)

(賃貸等不動産関係)

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 265,212円43銭 276,668円28銭

１株当たり当期純利益 23,052円81銭 16,455円75銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

22,895円27銭 16,356円73銭

項目
前連結会計年度

(平成21年３月31日)
当連結会計年度

(平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,884,036 4,051,806

普通株式に係る純資産額(千円) 3,884,036 4,051,806

差額の主な内訳(千円) ─ ―

普通株式の発行済株式数(株) 15,605.00 15,605.00

普通株式の自己株式数(株) 960.00 960.00

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

14,645.00 14,645.00

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 346,428 240,994

普通株式に係る当期純利益(千円) 346,428 240,994

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式の期中平均株式数(株) 15,027.62 14,645.00

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳(株)

 新株予約権 103.40 88.65

  普通株式増加数(株) 103.40 88.65

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
─ ―
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   当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 資本準備金の減少 

当社は、平成22年５月10日開催の取締役会において、平成22年６月28日に開催予定の第７回定時

株主総会に、下記のとおり資本準備金の減少について付議することを決議いたしました。 

（１）資本準備金の減少の目的 

剰余金配当可能額の充実を図るとともに今後の資本政策に備えるため、会社法第448条第１項

の規定に基づき、資本準備金を減少させるものであります。 

   （２）資本準備金の減少の要領 

平成22年３月31日現在の資本準備金の額1,591,242,733円のうち、500,000,000円を減少させ、

その他資本剰余金に振り替えるものであります。。なお、減少後の資本準備金の額は

1,091,242,733円となります。 

   （３）資本準備金の減少の日程 

     ① 取締役会決議日      平成22年５月10日 

     ② 定時株主総会決議日    平成22年６月28日（予定） 

     ③ 債権者異議申述公告日   平成22年７月12日（予定） 

     ④ 債権者異議申述最終期日  平成22年８月12日（予定） 

     ⑤ 効力発生日        平成22年８月13日（予定） 

 なお、上記内容につきましては、平成22年６月28日開催予定の第７回定時株主総会において承

認可決されることを条件といたします。 

  

(重要な後発事象)

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。
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当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当連結会計年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループ（当社及び連結子会社）は、出荷日の前日ないし前々日に受注をすることが多く、受注から売上計

上までの期間が極めて短いことから、受注規模を金額で示すことはしておりません。 

  

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(参考) 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

事業部門別の名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

カット野菜部門 4,563,877 △1.0

ホール野菜部門 ─ ─

その他 ─ ─

合計 4,563,877 △1.0

(2) 仕入実績

事業部門別の名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

カット野菜部門 2,807,456 △2.7

ホール野菜部門 6,877,193 △7.0

その他 2,228,564 △6.2

合計 11,913,214 △5.9

(3) 受注実績

(4) 販売実績

事業部門別の名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

カット野菜部門 6,067,766 △1.5

ホール野菜部門 9,819,165 △7.8

その他 2,628,387 △2.6

合計 18,515,319 △5.1
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(参考) 最近における四半期毎の業績の推移

平成22年３月期（連結） （百万円未満切り捨て）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

売上高 4,589 4,770 4,667 4,488

売上総利益 1,175 1,248 1,261 1,139

営業利益 97 148 177 53

経常利益 92 141 171 47

税金等調整前四半期純利
益

89 141 153 20

四半期純利益 52 82 88 17

１株当たり四半期純利益 3,583.46円 5,623.01円 6,066.25円 1,183.03円

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益

3,562.05円 5,580.02円 6,037.50円 1,176.58円

総資産 8,224 8,353 8,940 9,151

純資産 3,866 3,947 4,032 4,051

１株当たり純資産 264,020.18円 269,513.39円 275,379.84円 276,668.28円

営業活動による 
キャッシュ・フロー

12 123 71 158

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△22 △31 △91 △206

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△2 △117 144 455

現金及び現金同等物 
四半期末残高

1,337 1,313 1,437 1,844

平成21年３月期（連結） （百万円未満切り捨て）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

売上高 4,924 5,111 4,935 4,530

売上総利益 1,239 1,367 1,316 1,165

営業利益 109 222 189 110

経常利益 105 216 181 106

税金等調整前四半期純利
益

106 216 173 98

四半期純利益 61 126 101 56

１株当たり四半期純利益 4,086.39 円 8,333.38 円 6,719.22 円 3,865.66 円

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益

4,047.29 円 8,282.34 円 6,695.15 円 3,836.55 円

総資産 7,194 8,306 8,734 8,364

純資産 3,652 3,776 3,857 3,884

１株当たり純資産 241,197.93 円 249,194.29 円 258,832.36 円 265,212.43 円

営業活動による 
キャッシュ・フロー

31 295 94 209

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△23 △928 △76 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△110 803 8 △52

現金及び現金同等物 
四半期末残高

999 1,169 1,194 1,350
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 697,480 1,013,016

営業未収入金 ※1 80,000 －

前払費用 1,269 2,526

関係会社短期貸付金 33,840 30,000

繰延税金資産 1,587 3,513

その他 ※1 8,167 ※1 6,898

流動資産合計 822,344 1,055,954

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2 547 ※2 469

機械及び装置（純額） ※2 6,335 ※2 5,030

工具、器具及び備品（純額） ※2 17,706 ※2 10,531

リース資産（純額） ※2 1,098 ※2 805

有形固定資産合計 25,686 16,836

無形固定資産

ソフトウエア 1,598 833

商標権 283 237

無形固定資産合計 1,882 1,070

投資その他の資産

投資有価証券 22,386 22,449

関係会社株式 1,234,025 1,234,025

関係会社長期貸付金 356,160 180,000

出資金 510 510

繰延税金資産 532 702

その他 284 777

投資その他の資産合計 1,613,897 1,438,464

固定資産合計 1,641,466 1,456,370

資産合計 2,463,811 2,512,325
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 ※1 25,828 ※1 26,955

リース債務 307 307

未払費用 340 442

未払法人税等 － 276

預り金 2,372 2,157

賞与引当金 1,650 2,600

流動負債合計 30,498 32,738

固定負債

リース債務 845 538

退職給付引当金 4,879 5,250

固定負債合計 5,724 5,788

負債合計 36,223 38,527

純資産の部

株主資本

資本金 759,755 759,755

資本剰余金

資本準備金 1,591,242 1,591,242

資本剰余金合計 1,591,242 1,591,242

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 251,097 297,334

利益剰余金合計 251,097 297,334

自己株式 △174,508 △174,508

株主資本合計 2,427,587 2,473,824

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △26

評価・換算差額等合計 － △26

純資産合計 2,427,587 2,473,797

負債純資産合計 2,463,811 2,512,325
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業収益 ※1 518,000 ※1 440,000

営業費用

販売費及び一般管理費 ※1, ※2, ※3 313,982 ※1, ※2, ※3 298,288

営業費用合計 313,982 298,288

営業利益 204,018 141,711

営業外収益

受取利息 ※1 5,332 ※1 3,837

受取配当金 368 266

固定資産賃貸料 ※1 1,200 ※1 1,200

助成金収入 1,161 952

その他 1,521 1,402

営業外収益合計 9,584 7,658

営業外費用

支払手数料 632 －

営業外費用合計 632 －

経常利益 212,970 149,370

特別損失

投資有価証券評価損 19,217 －

特別損失合計 19,217 －

税引前当期純利益 193,752 149,370

法人税、住民税及び事業税 15,001 31,985

法人税等調整額 956 △2,077

法人税等合計 15,957 29,908

当期純利益 177,795 119,461
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 759,755 759,755

当期末残高 759,755 759,755

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,591,242 1,591,242

当期末残高 1,591,242 1,591,242

資本剰余金合計

前期末残高 1,591,242 1,591,242

当期末残高 1,591,242 1,591,242

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 137,853 251,097

当期変動額

剰余金の配当 △60,571 △73,225

当期純利益 177,795 119,461

自己株式の処分 △3,752 －

自己株式の消却 △227 －

当期変動額合計 113,244 46,236

当期末残高 251,097 297,334

利益剰余金合計

前期末残高 137,853 251,097

当期変動額

剰余金の配当 △60,571 △73,225

当期純利益 177,795 119,461

自己株式の処分 △3,752 －

自己株式の消却 △227 －

当期変動額合計 113,244 46,236

当期末残高 251,097 297,334

自己株式

前期末残高 △114,423 △174,508

当期変動額

自己株式の取得 △66,910 －

自己株式の処分 6,597 －

自己株式の消却 227 －

当期変動額合計 △60,085 －

当期末残高 △174,508 △174,508
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 2,374,428 2,427,587

当期変動額

剰余金の配当 △60,571 △73,225

当期純利益 177,795 119,461

自己株式の取得 △66,910 －

自己株式の処分 2,845 －

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 53,159 46,236

当期末残高 2,427,587 2,473,824

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △6,640 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

6,640 △26

当期変動額合計 6,640 △26

当期末残高 － △26

評価・換算差額等合計

前期末残高 △6,640 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

6,640 △26

当期変動額合計 6,640 △26

当期末残高 － △26

純資産合計

前期末残高 2,367,788 2,427,587

当期変動額

剰余金の配当 △60,571 △73,225

当期純利益 177,795 119,461

自己株式の取得 △66,910 －

自己株式の処分 2,845 －

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,640 △26

当期変動額合計 59,799 46,209

当期末残高 2,427,587 2,473,797
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評

価基準及び評

価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左

(2) その他有価証券 

    時価のあるもの

(2) その他有価証券 

    時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

同左

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

   時価のないもの 

   同左

２ 固定資産の減

価償却の方法

(1) 有形固定資産 

 (イ) リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

  建物        15年 

  機械及び装置    10年 

  工具、器具及び備品 ５年 

 なお、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年間

均等償却によっております。

(1) 有形固定資産 

 (イ) リース資産以外の有形固定資産

 同左

(追加情報) 

有形固定資産の耐用年数の変更 

 法人税法の改正（所得税法等の一部を

改正する法律 平成20年４月30日 法律

第23号）による法定耐用年数及び資産区

分の変更に伴い、当事業年度より、機械

及び装置の一部について耐用年数を延長

しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、従来の方法によっ

た場合に比べて159千円増加しておりま

す。 

 

 (ロ) リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産  

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとする定額法によっております。

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  (ロ) リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産  

 同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(2) 無形固定資産

定額法によっております。  

なお、償却年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっており

ます。ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産

  同左

３ 引当金の計上

基準

(1) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支

給見込額の当期負担額を計上しておりま

す。

(1) 賞与引当金

 同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

(2) 退職給付引当金

 同左

４ その他財務諸

表作成のため

の基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

    

 

 消費税等の会計処理 

   同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

   【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等）

 当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産とし

て計上しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、リー

ス資産が有形固定資産に1,098千円計上されておりま

す。なお、損益に与える影響は軽微であります。

 

――――――――――

   【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（損益計算書）

 前事業年度において「開発助成金」として掲記され

ていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い

財務諸表の比較可能性を向上するため、当事業年度よ

り「助成金収入」として掲記することにしました。

 

       ――――――――――
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

 

※１ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

営業未収入金 80,000千円

その他流動資産(未収入金) 4,336 〃

未払金 9,238 〃
 

※１ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

その他流動資産(未収入金) 3,920千円

未払金 10,860 〃

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  36,068千円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額   45,658千円

 

 ３    ―――――――――――

 

  ３ 偶発債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。

東京デリカフーズ㈱ 1,397,000千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

営業収益 518,000千円

販売費及び一般管理費 112,130 〃

受取利息 3,933 〃

固定資産賃貸料 1,200 〃
 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

営業収益 440,000千円

販売費及び一般管理費 110,708 〃

受取利息 2,800 〃

固定資産賃貸料 1,200 〃

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

研究開発費 106,761千円

役員報酬 60,120 〃

給料手当 28,414 〃

支払報酬 26,440 〃

賞与引当金繰入額 1,650 〃

退職給付費用 352 〃

減価償却費 17,103 〃
 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

研究開発費 102,502千円

役員報酬 55,220 〃

給料手当 30,246 〃

支払報酬 23,890 〃

賞与引当金繰入額 2,600 〃

退職給付費用 371 〃

減価償却費 10,553 〃

※３ 営業費用に含まれる研究開発費は、106,761千円

であります。

※３ 営業費用に含まれる研究開発費は、102,502千円

であります。
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前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加     529.00株 

 端株の買取りによる増加                  0.78株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権の権利行使による自己株式の交付による減少 32.00株 

 自己株式の消却による減少               0.92株 

  

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

  

  

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 463.14 529.78 32.92 960.00

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 960.00 ― ― 960.00

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

 有形固定資産 

 主として、複写機等の事務用機器（工具、器具

及び備品）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する方法によっております。

１ ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

 同左 

  

 

(2) リース資産の減価償却の方法

同左

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 1,179千円

１年超 884 〃

合計 2,064千円

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 884千円

１年超 ― 〃

合計 884千円

デリカフーズ株式会社(3392) 
平成22年３月期　決算短信

― 48 ―



前事業年度(平成21年３月31日現在) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成22年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式 1,234,025千円）は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載をしておりません。 

  

  

  

 
  

  

  前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

  当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因  

 別の内訳

  (繰延税金資産)

 ① 流動資産

   賞与引当金 671千円

   未払事業税 840 〃

   その他 75 〃

        計 1,587千円

 ② 固定資産

   退職給付引当金 532千円

        計 532千円

     繰延税金資産合計 2,120千円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率等の  

 負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

 (調整)

交際費等損金不算入額 0.3 〃

受取配当金等益金不算入額 △33.2 〃

住民税均等割等 0.5 〃

その他 0.0 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.2 ％

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因  

 別の内訳

 (繰延税金資産)

① 流動資産

  賞与引当金 1,057千円

  未払事業税 2,321 〃

  その他 133 〃

       計 3,513千円

② 固定資産

  退職給付引当金 683千円

  その他有価証券評価差額金 18千円

     計 702千円

    繰延税金資産合計 4,216千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率等の  

 負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

(調整)

交際費等損金不算入額 0.6 〃

受取配当金等益金不算入額 △21.8 〃

住民税均等割等 0.6 〃

その他 △0.1 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.0 ％

(企業結合等関係)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 165,762円24銭 168,917円58銭

１株当たり当期純利益 11,831円22銭 8,157円17銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

11,750円37銭 8,108円09銭

項目
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度 

(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,427,587 2,473,797

普通株式に係る純資産額(千円) 2,427,587 2,473,797

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(株) 15,605.00 15,605.00

普通株式の自己株式数(株) 960.00 960.00

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

14,645.00 14,645.00

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 177,795 119,461

普通株式に係る当期純利益(千円) 177,795 119,461

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 15,027.62 14,645.00

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳(株)

 新株予約権 103.40 88.65

  普通株式増加数(株) 103.40 88.65

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
─ ─

デリカフーズ株式会社(3392) 
平成22年３月期　決算短信

― 50 ―



前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

資本準備金の減少 

当社は、平成22年５月10日開催の取締役会において、平成22年６月28日に開催予定の第７回定時株

主総会に、下記のとおり資本準備金の減少について付議することを決議いたしました。 

(1) 資本準備金の減少の目的 

剰余金配当可能額の充実を図るとともに今後の資本政策に備えるため、会社法第448条第１項の規

定に基づき、資本準備金を減少させるものであります。 

(2) 資本準備金の減少の要領 

平成22年３月31日現在の資本準備金の額1,591,242,733円のうち、500,000,000円を減少させ、その

他資本剰余金に振り替えるものであります。なお、減少後の資本準備金の額は1,091,242,733円とな

ります。 

(3) 資本準備金の減少の日程 

① 取締役会決議日      平成22年５月10日 

② 定時株主総会決議日    平成22年６月28日（予定） 

③ 債権者異議申述公告日   平成22年７月12日（予定） 

④ 債権者異議申述最終期日  平成22年８月12日（予定） 

⑤ 効力発生日        平成22年８月13日（予定） 

なお、上記内容につきましては、平成22年６月28日開催予定の第７回定時株主総会において承認

可決されることを条件といたします。 

  

  

①代表者の異動 

    該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動（平成22年６月28日付予定） 

    １．新任監査役候補  

     常勤監査役 澤田 清春（現 取締役 管理担当） 

    ２．辞任予定監査役  

     常勤監査役 白石 俊夫 

  

 該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

6.【その他】

(1) 役員の異動

(2) その他
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